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決算審査意見書指摘事項に関する対応状況 

【令和５年度 決算審査（令和６年度実施分）意見書関係分】 

指摘事項 対応状況 課名 報告年月日 

適切な予算計上について 

市内各中学校の生徒のアイデアを実現するよう支援し、主権

者意識の向上を図ることを目的に、必要な経費を補助するため

一定額が「主権者教育事業活動推進補助金」として予算化され

たが、補助金による支出は無く、必要額を他の節に流用して支

出したことにより、結果として当初の目的を達せられていた。

また、補助金として計上する以上、並行して補助金交付要綱を

設けるべきであるが、その要綱も制定されていなかった。 

 事業そのものは十分意義があると思われるものの、補助金か

らの流用を前提に、まずは予算の確保をしたという感は否めな

い。令和６年度も同様に予算化されているとのことだが、令和

７年度も継続するのであれば、より適切な形での支出となるよ

う、当該事業費の予算措置について見直しをされたい。 

当初、職員提案事業で提案した際には、要綱を作成し補助金として交付するこ

とを検討していましたが、事業実施に伴う契約業務等を学校に行わせることと

なり、学校の事務作業が増加し、負担が大きくなることが想定されたため、当初

の方針を変更し、要綱作成前に支出科目を変更しました。 

当該事業については、令和７年度以降も継続して実施する予定であるため、令

和５年度、令和６年度の実績を踏まえ想定される支出科目で予算計上すること

を検討します。 

総務課   

 

令和 6年 

8 月 20 日 

 

各部局所掌の事務・事業、委託事業の成果と効果について 

 法律や要綱などに基づいて各課が掌っている事務や市独自

の事業、また外部へ委託発注している各種事業等に関し、工

事や修繕、納品物があるものなど“形”となるものは成果が

容易に判断でき、また草刈とか施設の維持管理業務なども履

行（成果）の確認が把握し易い。これらは市民の利用や環境

維持等に直結したり、今後の事務に活かすなどして、相応の

効果が見込めるが、一方で健康診査事業やがん検診事業など

は、実施したことによる結果の数値（受診者数、受診率）が

成果そのものとなる。成果ではあるが、その数値が低けれ

ば、費やした時間・労力・金銭支出に対する効果は薄く、十

分であるとは言えない。委託の犬山市協働プラザ運営事業や

子育て支援コーディネート業務なども「○○をした」という

実績（成果）はあるが、効果が測りしれない。漫然と事業を

遂行したり委託発注したりするだけでなく、手応えがしっか

りと感じ取れるような事業実施等とされたい。また、令和５

年度から委託名が変更された観光コンテンツ造成推進事業委

託にあっては、毎年度委託されているが、委託した成果を必

ず記録として残し、効果とＰＲ方法を検証し、体験者数の増

加やメニューの質の底上げが年々図れるようにされたい。 
 

 

 犬山市協働プラザ運営事業は、令和５年度から第Ⅱ期がはじまり、とりわけ

「地域活動の担い手育成事業」、「地域資源バンクの運用」、「アウトリーチ活動

（地域に出向いた支援）」といった事業を重点的に取り組んできたことから、こ

れらの事業により得られた効果の一部を挙げさせていただきます。 

 「地域活動の担い手育成事業」では、令和５年度は関連講座に全３日間で１５

名の参加がありましたが、この講座後、受講者による「子育て中の方の相談の場

づくりの創出」、「能登半島地震の被災地支援」、「健康相談の実施」等、社会課題

解決のための取り組みが展開されています。 

 「地域資源バンクの運用」では、地域で活用されていないスキルや、モノ、空

間等に関する情報を集約し、それらを活かすためのサイトを運営していますが、

このサイトを通じ、地域要望のあった防災食に関する講座、LGBTQ に関する講座、

高齢者の居場所づくりに関する講座、子育て中の女性向けの講座等の開催が実

現し、地域要望を満たすとともに講座の講師を担った市民にとってはスキルを

活かすことができ、地域資源活用による相乗効果がみられています。 

 「アウトリーチ活動」では、犬山総合高校からの相談を受けて、協働プラザに

よる新たなマッチングにより、民間事業者によるソーシャルビジネスに関する

授業が実施されており、地域間のつながりを深めるとともに授業を受けた高校

生にとっては社会課題に対する理解を深めるきっかけとなり、次世代の担い手

等の育成につながっています。 

 また、新たな展開として、地元企業である大同メタル工業株式会社が持つノウ 

地域協働

課 
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8 月 21 日 
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指摘事項 対応状況 課名 報告年月日 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハウ等を市民活動団体に提供するといったプロボノプログラムによる地域貢献

と、LGBTQ に関する活動を展開したいという市民活動団体とのマッチングによ

り、講演・研修事業のための資料、ホームページ作成等に関する支援を市民活動

団体が得ることで、団体活動の成長につながっています。 

 本事業では、団体がより活発に活動できるよう支援するため、これらの取り組

みと並行して従来からの事業である相談・助言業務、情報発信等の事業も進めて

いますが、今後についても、現場の声を聞きながら地域の活動に必要な支援を推

進するとともに、事業実施後の効果についても発信していきます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月に 1度観光協会と打合せを実施しており、事業の進捗や状況は把握してい

る。実施回数・内容も報告を受け、記録としても残している。 

〇令和５年度実施状況  

・Ｒ５メニュー数 ３２（うちＲ５年度新規追加メニュー８） 

例：芋掘り体験、竹うちわ作り体験、わらじ作り体験 など 

・Ｒ５ 体験者数 ２７０名 

（Ｒ１～Ｒ５ メニュー数 のべ１５２、体験者合計 ８２８名） 

毎年度報告及び体験者数実績を具体的に分析し、魅力あるコンテンツの造成

をはかり、体験者数の増加に結び付ける。その上で現行メニューの見直しと新

たな魅力的なメニューを提供するホストの発掘による観光産業の底上げと、市

民・観光客ともに体験者数増加が促進するような見せ方・伝え方の検証も行っ

ていく。 

観光課 令和 6年 

8 月 19 日 

 

 

 

 

 

 

 

子育て支援コーディネート業務は、子育て支援センターなどの身近な場所

で、子育て家庭からの相談対応や、個別のニーズに対する子育て支援サービス

の紹介や情報の提供といった、国の実施要綱に基づく「利用者支援事業」にあ

たります。子育て支援を必要とする方が、「教育・保育施設」や、「子育て支援

事業」、保健・医療・福祉といった分野の多様な施策やサービスの中から、適

切なサービスを判断することは必ずしも容易ではありません。例えば、保護者

から、「親を病院に連れて行くので、一時的に子どもを預かってほしい」とい

った相談があれば、「一時保育」や「子育て短期入所」などの事業を紹介した

り、「最近、子育てが辛い」といった相談があれば「子育て支援センター」や

「子育てサークル」を紹介するなど、利用者が求める適切なサービス等へ繋ぐ

といった事業の内容から、相談件数などの実績は数値化しやすい反面、効果を

数値化することや、具体的な効果を把握することは難しく、繋げた子育て支援

サービス等において効果を把握すべきものと考えます。 

実際に子育てについて相談にみえた方で、「自分からなかなか園に聞く勇気

がないため、話を聞いてもらいたくて来ました」という方には、園や施設へ自

ら相談することのハードルが高いため、まずは職員が施設へ連絡を取るなど仲

介をし、相談しやすい環境づくりもしています。その後施設への聞き取り等を 

 

子育て支

援課   

 

令和 6年 

8 月 20 日 
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指摘事項 対応状況 課名 報告年月日 

 し、園からの話では「話を聞いてもらえてよかった。不安が消えました」と聞

き取ることができ、実際に利用者から子育ての不安解消につながったことが分

かります。 

また、令和 4年度から子育てガイド「さくらんぼ」の周知も兼ねた相談の場

として、日曜日（毎月第１日曜日）に説明会を始めています。父親なども参加

され、「男性の立場で子育ての話ができてよかった」などの声もありました。  

今後は、子育て支援コーディネート業務の利用者に対して、相談等を経た結

果や、利用後の満足度などについて、すでに聞こえている声や追跡調査を実施

しまとめるなど、受託事業者と事業効果の把握手法について協議した上で、

「ニーズに合ったサービスに繋ぐことができたか」、「サービスに繋げた結果、

利用者のニーズは満たされたか」などの具体的な効果の把握に努めます。ま

た、保護者が多く利用する施設やイベントに出かけ、より子育て支援へとつな

がるよう活動をしていきます。 

  

補助金の継続交付について（その１） 

 市には、補助金に関する数々の要綱が設けられおり、個人や

団体に大小様々な額の交付がなされている。うち、「犬山市社会

教育団体育成補助金交付要綱」に列記されている対象団体の多

くには、令和５年度もほぼ 10 年前と同じ額の補助をしている。

担当課へ補助額が同額（定額化）となっていることについて質

疑したところ、「上限としている。活動に係る全体の経費が物価

高で上がっているため、補助率としては下がっており、結果と

して補助額の増とせずに抑えられている」という主旨の回答が

あった。そうした見方もあろうが、では団体ごとに異なる上限

額は、どんな基準で決まったのかの説明ができるのだろうか。

補助対象とする内容（項目）を定め、一定の割合を乗じて算出

した額を補助した方が、仮に増額となったとしても、明瞭と思

える。そもそも≪育成補助金≫として、いつまで続けるのか。

他に類似した団体は無いのか。担当部署において問題意識を持

っているとのことだが、市ホームページ上で公表している〖補

助金ガイドライン〗に沿っているかどうかを含め、公平な補助

ができるよう改めて検証されたい。 

 

 「犬山市社会教育団体育成補助金交付要綱」第３条に列記されている団体のう

ち、犬山市文化協会をはじめ６団体への補助金の額は、同要綱第４条に予算の範

囲内で市長が適当と認める額としており、これを上限額として補助しています。

事業費によっては補助額を減額或いは補助金なしとする場合があり、社会教育

団体の育成という点では、補助金支出だけでなく、公共施設利用時の減免など活

動を支援しており、補助金ガイドラインの補助率の条件を満たしています。 

「育成補助金をいつまで続けるのか」については、令和元年度及び令和３年度

に補助金交付団体が減少しているものの、少子高齢化の影響もある中で、引き続

き社会教育活動を実践する団体を支援することは重要であると認識していま

す。なかでも、犬山市婦人会連絡協議会は、城東地区が活動を開始するなど会員

数は増加傾向にあります。 

補助金は、申請に基づき審査し補助額を支出、実績報告に基づき補助対象とな

る活動の妥当性を精査し、補助金等額の確定通知により補助額を確定します。補

助申請ごとに状況に応じて持続的な活動を支援する団体は継続すべきと判断

し、活動状況によっては、今後も補助金額の変更はあり得ます。 

また、同様の活動は他市町でも行っていることが多いことから、近隣自治体の

状況などを把握し、どんな基準でどのような補助を行っているかを調査するな

ど、今後、当市補助金の検証をする予定です。 

文化推進

課 

 

令和 6年 

8 月 21 日 
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指摘事項 対応状況 課名 報告年月日 

補助金の継続交付について（その２） 

 犬山国際交流協会運営補助金交付要綱では、「職員人件費」と

「自主事業費」を補助対象としており、これら対象事業費の約

８割を補助金として交付している。しかしながら対象事業費に

占める「事業費」の割合は、9.1％とかなり低く、ほぼ人件費補

助のためのものと思われる。交付要綱の趣旨は「協会が国際交

流の推進組織として、市民の国際化への関心と理解を促進し、

諸外国との国際親善交流、国際支援、国際協力を図るとともに、

魅力ある国際観光都市の創造と国際平和に寄与するため」に必

要経費を補助していることになっているが、当協会が実施して

いる各事業は、どれほどの成果があったのか。決算審査時にお

いて、所管課からも課題として認識しているとの発言があった

が、市側がある程度先導していかないと、毎年度小手先を代え

ただけの事業実施に陥りかねない。“器”を上手に使い、活性化

すべきである。所管課が効果として期待する「行政にはない独

自の発想や柔軟な対応で、市民の国際化や多文化共生に対して

の意識醸成につながった」ということが、少しずつでも目に見

えて分かるように取り組まれたい。 

指摘の内容については、毎年補助事業終了後に補助事業実績報告として提出

を受けており、担当課として成果確認を行い令和５年度においても、成果があっ

たと考えている。 

語学講座は、前期後期合わせ、7か国語を実施し、講座回数 338 回、受講者数

384 人となっている。 

講演会事業では「多文化共生はなぜ豊かさをもたらすのか」というテーマで開

催し、43 名の参加があった。 

多言語情報発信事業ではニュースレターの発行を年 2 回に加え、Facebook、

ホームページでの情報発信を実施。記事はボランティアの力も得ながら原稿作

成から、翻訳、発行までを行っている。 

多文化おしゃべりクラブは開催数 12 回、延べ 77 人の参加があり内 39 人が外

国籍の参加となった。9か国の異なる国籍の参加者があり、国籍を問わず対等に

話すことができる場となっている。地域社会との交流が少ない人にとって大切

な場となっている。 

他にも、市が協会に「日本語教室」を委託している。日本語教室は、多くのボ

ランティア（講師）の協力のもと毎週日曜日に開催しており、令和 5 年度は、47

回開催し、延べ 594 人の参加があった。 

 事業内容としては充実しているが、課題としては、まだまだ認知度が低く参加

者が少ないものがある。そもそも情報が届きにくい外国人市民に対する情報発

信は、行政側も課題としてあるため、一緒に検討していきたい。 

多様性社

会推進課 

 

令和 6年 

8 月 21 日 

 

 

光熱水費の管理について 

 施設を設けている以上、大なり小なりの光熱水費が掛かり、

概ね令和４年度までは高騰していた電気代も、国の政策等によ

り令和５年度は大きく減額となっている。一方、前年同期比で

それほど変わることの少ない水道代に関し、数期に及んでかな

り高額となっている施設が散見された。水道代は、そのメータ

ー検針時に、『ご使用水量のお知らせ』が交付され、前期に比べ

て 30%超えの使用量が測定されれば、使用水量が増えているこ

とのメッセージがそのお知らせに併せて印字される。仮にこれ

を見落としても、＜参考＞として載っている前年同期の使用量

及び金額に注視していれば異常に気付けるが、当該施設がそれ

を長期間に渡って看過し、その報告が無いことにより、所管課

も後日届く請求書に基づいて支払いを続けていた。結果、何か

月も過ぎてから、おそらく漏水だったと把握されていた。他に

も、単期で２回、高額となっていた施設もあった（もっとも、

この施設の所管課は、悪戯か盗水ではないかと推測していた

が）。増量となり得る原因として、他にも故障が考えられるが、

使用水量、請求金額について前期や前年同期との比較を徹底

し、大きな変動が有れば速やかに原因を追究されたい。 

 

令和６年度になって令和５年度決算額の確認をしている際に、各学校の光熱

水費の金額表を確認したことで、学校教育課の職員が犬山中学校で漏水の疑い

があることに気づいた。学校と連絡をとり確認したところ、犬山中学校は毎日水

道メーターの数値を確認し、記録していたが漏水には気づいていなかった。学校

に対しては、土日などの連休明けの数値が大きくなっていないか等で漏水を疑

うことを周知した。 

学校教育課では請求書がきた際に、光熱水費の金額表に入力をしているが、その

情報共有をしていなかった。その表には前年度の数字も入力してあるため、漏水

を見つけるといった意識をもって複数の目（グループリーダー及び担当者）で確

認するように改めた。 

業者による敷地内の目視及び聴音調査を行い、漏水が疑われる箇所があった

ため、8 月 22 日に補修工事を実施した。補修により止水できたかを判断するた

め、毎日の使用量を注視していく。 

学 校 教 育

課 

 

令和 6年 

8 月 21 日 
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指摘事項 対応状況 課名 報告年月日 

 ご指摘いただいた施設は、「楽田東子ども未来園」です。昨年 9月頃、園長を

通じて使用料が増えている旨の内容を子ども未来課は報告を受けています。 

対応といたしましては、10 月以降、水道工事事業者にて漏水箇所の確定のた

め現場に入り調査し、本年 3月想定される漏水箇所の修繕工事を施工しました。 

 あわせて、水道料金の軽減手続きを行い、令和 5 年度第 4 期 10,085 円、第 5

期 12,816 円の水道料金の還付金を受けています。 

 

※工事施工前後の支払額の比較 

 R5.10 月期支払額  103,645 円➡R6.6 月期支払額 50,910 円 

（6月支出状況は、当日審査の場でもお答えさせていただきました。） 

 

今回の水道工事事業者による調査では、水道管の老朽化もあり漏水箇所を特

定するために時間を要したとの報告を受けています。 

今後の対応として、支出調書作成後、各施設の光熱水費科目ごとの一覧表によ

り使用料等の確認をするとともに、前年度同時期の比較もあわせて確認し、使用

料増の状況にある場合は速やかに原因を把握、事業者との調整を行い、対応して

いきます。 

 

子 ど も 未

来課 

令和 6年 

8 月 22 日 

 

備品の管理について 

 備品については、決算審査と定期監査時に、対象とする部・

局等を毎回代えて、過去５年以内に購入した備品について実在

確認を行っており、今回は経営部と議会事務局について実施し

た。両部・局とも特に改善提案するような事例は無かった。 

一方で、昨年度に引き続き防災倉庫の備蓄品についても、担

当課から提出のあった備蓄品一欄表を基に保管状況等の確認

を行った。市役所庁舎敷地内倉庫始め隣接地の４防災倉庫から

備蓄品の抽出点検をしたところ、貸出しをしていないのにもか

かわらず有るべきはずの投光器が１台無かったり、既に処分済

みの備蓄食料品が台帳上で残っていたり、他課名のシールが張

られた 10 本前後の机が倉庫の入り口に置いてあったりするな

ど、管理がしっかりできているとは言えない様相であった。時

期的に各町内会等で自主防災活動が行われてることもあり、器

具や備蓄品の出し入れが続いていることが要因とのことだが、

非常時に機能が十分発揮できるよう、貸出し用の倉庫と備蓄品

倉庫を明確に分け、搬入・搬出の記録を確実に行い、短いスパ

ンで備蓄品一欄表を加除修正し、○月○日現在の備蓄品一覧表

と倉庫内の現物及びその数量が必ず一致するよう、定期を決め

て状況把握に努められたい。 

 

 

防災倉庫内の備蓄品の管理について、以前はエクセルファイルに入力して管

理していたが、令和４年度から、賞味期限の管理や現場でスマートフォンを使っ

て入力や確認ができる「在庫管理システム」を導入。なお、導入以前の在庫デー

タはエクセルデータを移行。 

町内会等の自主防災活動などで、発電機や投光器、テントなどの貸出や期限が

近くなった備蓄食料の提供をしており、これらの移動の際に、システムへの入力

漏れがあったため、一覧表との不一致が発生。また、倉庫にあった机の他課名の

シール（※備品シールではない）については、旧課名の「地域安全課」の表示の

ままであったものの、防災交通課の備品であると認識していますが、シールの貼

り替えを行います。 

今後、器具や備蓄品の出し入れをした際には、在庫管理システムへのデータ更

新を、都度、行うように徹底します。 

 また、自主防災活動で頻繁に使用する備蓄品については、市役所西側に４つあ

る防災倉庫を「備蓄専用倉庫」、「訓練資機材倉庫」のように、倉庫の用途を明確

に分ける運用とし、時期を決めて、計画的に状況把握（棚卸）を実施していきま

す。 

 

防 災 交 通

課 

 

令和 6年 

8 月 20 日 
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指摘事項 対応状況 課名 報告年月日 

有形固定資産一覧表について 

 収益があって成り立つ企業会計は、「水道代」という料金の収

入管理及び未収金の回収管理は、最優先事項であるが、併せて

投資した結果でもある固定資産の管理も優先度の高い事項の

一つである。土地・建物を始め、構築物、機械及び装置など、

有形固定資産についてシステムで管理されているが、今回提出

のあった『令和５年度 有形固定資産一覧表』には、既に除却

済み資産の帳簿価額（年度末残高）が零（ゼロ）でも未だ掲載

されたままになっていたり、帳簿価額がマイナスの資産があっ

たり、名称が「○○工事」となっている資産が複数あったりす

るなど、加除修正が十分ではない。一度、整理すべきではない

か。何処かのタイミングで手を加えないと、いつまで経っても

変わらない。１～２年を要しても良いので、資産名称の変更を

含めて現に有るものだけの一覧表となるよう、検討して調整さ

れたい。 

 

ご指摘のとおりに資産名称の変更など加除修正を行い、情報を整理します。 

 なお、除却済み資産を除いた現に有るものだけの一覧表となるようにする方

法については、次のとおり行います。 

 固定資産台帳システムのベンダーに確認したところ、有形固定資産一覧表の

印刷出力にあたり帳簿価格がゼロの除却済資産を除いて抽出出力することがで

きない仕様となっており、内部データベースから当該データを物理的に削除す

るしかないとの回答でした。しかし、過去の年度における減価償却費や帳簿価格

の決算値は、内部データベースの当該年度時点における値を積み上げ集計して

おり、除却済とはいえ過去に所有していた資産データを削除すると、過年度の決

算をシステム検索した時の表示額が変わってしまうため、データベースからの

削除は行わないこととします。 

 そのため、今後は各年度決算における固定資産一覧表については、システム

データベースから一旦、帳簿価格がゼロのものを含む全データをエクセル出力

した上で、当該ゼロデータを削除して一覧表を調製し、適切に整理された固定

資産一覧表を保有・提出できるように改めます。 

水道課 令和 6年 

8 月 21 日 

決算書の記載内容について 

 昨年度の意見書において、令和４年度に初めて実施した「基

本料金の無料化」に関する記述を始め重要な事項については、

決算書に明記するよう意見した。その結果、令和５年度の意見

書にあっては、令和４年度より２か月増やして８か月の無料化

を実施した期間こそ載っていたが、肝心の無料化による収入面

での影響金額までは載っていなかった。先述のとおり、企業会

計における「収益」は、最も関心の高い事項であり、経営状況

を判断する大きな要素となるため、その関連内容については、

決算を公表する立場からも意識的に記載するようにされたい。 

 

 

昨年度の決算審査意見を受け、水道料金収入については、基本料金の無料化に

伴い料金の部の収入が減り、その分が一般会計からの営業外収入となっている

旨「基本料金の無料化」に伴う影響について文章により記述したところですが、

前年比の金額の変動について他の影響額を含めた総額で記載したため、無料化

に伴う純粋な影響額内訳が記載されていない旨のご指摘を受けたものと理解し

ています。 

 今後は決算にあたり重要な影響のある事項については、その純粋な影響額の

内訳を記述する等、決算の公表にあたり、重要事項についてより意識的な記載と

するよう改善に努めます。 

 

水道課 令和 6年 

8 月 21 日 

決算書の記載事項について 

 下水道事業会計に関し、令和元年度から地方公営企業法の一

部（財務規定）を適用することとなったことから、それ以降、

関連する法令に基づいて『犬山市下水道事業決算書』が毎年度

作成されている。決算書には、企業債の明細が載っているが、

その償還に関し、「一般会計からの負担を定めていれば、その内

容と金額を【注記】として決算書に記載すべきではないか」と

投げかけたところ、後日「次年度から対応する」旨の回答があ

った。例年どおりに文字や数字を置き換えるだけでなく、決算

書にどんな事項を載せるべきなのか、法令の根拠規定を確認し

つつ、作成されるように努められたい。 

 

地方公営企業法施行規則第三十九条第二項には、「企業債の償還に要する資金

の全部又は一部を一般会計又は他の特別会計において負担することを定めてい

る場合には、その内容及び金額」について予定貸借対照表等に関する注記に記載

することとなっているため、令和７年度の予算書から、予定貸借対照表に企業債

の償還に要する一般会計からの負担分について記載していきます。 

下水道課 令和 6年 

8 月 21 日 



7 

指摘事項 対応状況 課名 報告年月日 

有形固定資産一覧表について 

 台帳の管理については、昨年度も見直すよう指摘し、一部は

修正がされているものの、水道事業と同様、今回提出のあった

『令和５年度 有形固定資産一覧表』には、既に除却済み資産

の帳簿価額（年度末残高）が零（ゼロ）でも未だ掲載されたま

まになっていたり、種類毎の資産の列記がナンバー順でなかっ

たり、資産ナンバーが令和４年度と変わっていたり、名称が「○

○工事」となっている資産があったりするなど、やはり加除修

正が十分とは言えない。一度、整理すべきではないか。１～２

年を要しても良いので、記載の仕方を含めて有るものだけの一

覧表となるよう、検討して調整されたい。 

 

 

 

 

指摘のとおりに資産名称の変更など加除修正を行い、情報を整理します。 

 なお、除却済み資産を除いた現に有るものだけの一覧表となるようにする方

法については、次のとおり行います。 

 固定資産台帳システムのベンダーに確認したところ、有形固定資産一覧表の

印刷出力にあたり帳簿価格がゼロの除却済資産を除いて抽出出力することがで

きない仕様となっており、内部データベースから当該データを物理的に削除す

るしかないとの回答でした。しかし、過去の年度における減価償却費や帳簿価格

の決算値は、内部データベースの当該年度時点における値を積み上げ集計して

おり、除却済とはいえ過去に所有していた資産データを削除すると、過年度の決

算をシステム検索した時の表示額が変わってしまうため、データベースからの

削除は行わないこととします。 

 そのため、今後は各年度決算における固定資産一覧表については、システムデ

ータベースから一旦、帳簿価格がゼロのものを含む全データをエクセル出力し

た上で、当該ゼロデータを削除して一覧表を調製し、適切に整理された固定資産

一覧表を保有・提出できるように改めます。 

 

下水道課 令和 6年 

8 月 21 日 

 


